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米子市特別職報酬等審議会条例 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、特別

職の職員の報酬等の額について広く市民の意見を求めるため、米子市特別職報酬等審

議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、特別職の職員の報酬又は給料の額に関する事項

を審議する。 

２ 市長は、議員報酬の額又は市長の給料の額に関する条例を議会に提案しようとする

ときは、あらかじめ、審議会に諮問し、その意見を求めなければならない。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者その他市長が適当と認める者のうちから、必要の都度、

市長が委嘱する。 

３ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員

が、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後初めての会議は、市長が招集する。 

３ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

５ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市

長が定める。 
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        米子市審議会等会議公開指針  

 

 １ 趣旨 

   この指針は、審議会等の会議の公開について、法令その他に特別の定めがある

場合を除き、各審議会等が準拠すべき基本的事項を定めるものとする。  

 ２ 定義 

   この指針において「審議会等」とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１３８条の４に規定する委員会、委員及び附属機関並びにこれらに準ずる機

関をいう。 

 ３ 公開基準 

   審議会等の会議は、原則として公開とする。ただし、米子市情報公開条例（平

成１７年米子市条例第２２号）第７条に定める非公開情報に該当すると認めら

れる事項について審議等を行う場合は、当該会議の全部又は一部を非公開とす

ることができる。 

 ４ 公開又は非公開の決定 

   会議の公開又は非公開の決定は、審議会等の長又はその委任を受けた者（以下

「委員長等」という。）が当該審議会等の委員に諮って行うものとする。この

場合において、委員長等は、あらかじめ、前項ただし書の非公開情報に該当す

ると認められる事項の有無について、情報公開主管課の意見を聴いておくもの

とする。 

 ５ 公開方法 

   会議の公開は、会議の傍聴及び会議資料の配布又は閲覧によるものとする。 

 ６ 会議の傍聴 

   会議の傍聴は、次によるものとする。  

  (1) 傍聴者の範囲は、特に定めないこと。  

  (2) 傍聴者の定員は、会議場の広さその他の事情によって定めること。なお、定

員を超えたときは、抽選によること。 

  (3) 傍聴者に対しては、次に掲げる事項を守るよう求め、会議の公正かつ円滑な

運営に努めること。 

   ア 写真、ビデオ等の撮影、録音等をしないこと。ただし、委員長等の許可を

受けた場合は、この限りでない。  

   イ 会議における言動に対して、拍手その他の方法により、公然と賛否を表明

しないこと。 

   ウ 会議の進行を妨げ、又は会議場の秩序を乱す行為をしないこと。  

   エ 委員長等の指示に従うこと。  

７ 会議開催情報の事前広報 

   会議の内容、傍聴手続その他の要領については、次により事前に幅広く市民等

に広報するものとする。 

  (1) 会議開催情報の範囲  

    事前に広報すべき審議会等の会議開催情報の範囲は、次に掲げるものとする。 

    ア 会議名 

    イ 議案名、議案概要及び公開･非公開の別  

    ウ 開催日時 

    エ 開催場所 
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    オ 傍聴の可否及び傍聴者の定員  

    カ 傍聴手続 

    キ 非公開の理由（非公開とする場合）  

    ク 問い合わせ先 

  (2) 会議開催情報の事前広報の方法  

    事前広報の方法は、主管課が個別に取り組むものに加え、次によるものとす

る。 

    ア 市報及び市ホームページへの掲載  

    イ 会議開催連絡票（別記様式）の配布等 

 8 会議資料の配布又は閲覧  

   傍聴者に対しては、会議資料を配布し、又は閲覧に供するよう努めるものとす

る。この場合において、配布し、又は閲覧に供する会議資料の範囲は、委員長

等が定めるものとする。 

 ９ 会議開催結果の公表 

   会議開催結果については、次により公表するものとする。 

(1) 公表方法 

公表の方法は、市ホームページへの掲載によるものとする。 

  (2) 公表内容 

    公表の内容は、次に掲げるものとする。 

   ア 審議会等の名称 

イ 会議の開催日時 

   ウ 会議の開催場所 

   エ 会議の出席者 

   オ 議案 

   カ 会議の公開又は非公開の別 

   キ 傍聴者数 

   ク 会議資料 

   ケ 次回開催予定 

   コ 議事の概要 

  (3) 非公開とした会議の開催結果の公表 

    第３項ただし書きにより会議の全部又は一部を非公開とした場合の当該会議の開催結

果の公表に当たっては、当該非公開情報が明らかとならないよう、議案及び議事の概要の

記載方法に十分配慮するものとし、会議資料についても同様に配慮したうえで可能な範囲

の情報を公表するものとする。 

  (4) 会議開催結果の公表の時期 

    会議開催結果の公表は、原則、会議開催後５日以内に行うものとする。 

１０ 委任  

   この指針に定めるもののほか、審議会等の会議の公開に関し必要な事項は、各

審議会等が定めるものとする。  

 

    附 則 

  この指針は、平成１７年９月２６日から施行する。  

    附 則 

  この指針は、平成１７年１２月１日から施行する。  
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市長 副市長 教育長 議長 副議長 議員

給料＋手当 給料＋手当 給料＋手当 給料＋手当 給料＋手当 給料＋手当

人口14万以上5市平均
968,400 813,000 741,400 585,000 531,200 494,600 17,193,522 14,457,502 13,180,020 9,980,130 9,067,308 8,441,541

鳥取、松江、出雲平均
998,333 820,000 700,333 572,667 497,667 463,333 15,832,956 13,019,165 12,753,086 8,850,171 7,564,409 7,028,433

米子市 950,000 792,000 678,000 541,000 475,000 440,000 15,789,000 13,163,040 11,268,360 8,991,420 7,894,500 7,312,800

年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等

月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％）

三郷市 141,765 950,000 4.45 20.0 790,000 4.45 20.0 720,000 4.45 20.0 490,000 4.35 20.0 450,000 4.35 20.0 430,000 4.35 20.0

土浦市 142,143 968,000 3.30 15.0 790,000 3.30 15.0 710,000 3.30 15.0 570,000 3.30 15.0 500,000 3.30 15.0 467,000 3.30 15.0

守口市 143,459 963,000 4.45 20.0 837,000 4.45 20.0 747,000 4.45 20.0 702,000 4.45 20.0 666,000 4.45 20.0 612,000 4.45 20.0

武蔵野市 146,645 1,030,000 4.60 20.0 865,000 4.60 20.0 810,000 4.60 20.0 670,000 4.60 20.0 600,000 4.60 20.0 550,000 4.60 20.0

入間市 148,297 931,000 4.45 20.0 783,000 4.45 20.0 720,000 4.45 20.0 493,000 4.45 20.0 440,000 4.45 20.0 414,000 4.45 20.0

米子市 147,503 950,000 3.30 40.0 792,000 3.30 40.0 678,000 3.30 40.0 541,000 3.30 40.0 475,000 3.30 40.0 440,000 3.30 40.0

5市平均 968,400 813,000 741,400 585,000 531,200 494,600

年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等 年間支給 割合 役職加算等

月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％） 月 率（％）

鳥取市 187,288 1,026,000 3.35 45.0 850,000 3.35 45.0 722,000 3.35 45.0 584,000 3.35 45.0 513,000 3.35 45.0 475,000 3.35 45.0

松江市 201,887 1,026,000 3.35 40.0 836,000 3.35 40.0 717,000 3.35 40.0 584,000 3.35 40.0 504,000 3.35 40.0 475,000 3.35 40.0

出雲市 175,593 848,700 3.35 40.0 719,820 3.35 40.0 628,900 3.35 40.0 550,000 3.35 40.0 476,000 3.35 40.0 440,000 3.35 40.0

米子市 147,503 950,000 3.30 40.0 792,000 3.30 40.0 678,000 3.30 40.0 541,000 3.30 40.0 475,000 3.30 40.0 440,000 3.30 40.0

3市平均 966,900 801,940 689,300 572,667 497,667 463,333

議長 副議長 議員

給料月額

期末手当

給料月額

期末手当

給料月額

期末手当

報酬月額

期末手当

報酬月額

期末手当

報酬月額

期末手当
山陰3市

（特例減額有）
人口

市長 副市長 教育長

議長 副議長 議員

給料月額

期末手当

給料月額

期末手当

給料月額

期末手当

報酬月額

教育長
期末手当

報酬月額

期末手当

報酬月額

期末手当

議員
（現行）

類似団体名
（人口14万以上）

人口

市長 副市長

市長
（現行）

副市長
（現行）

教育長
（現行）

議長
（現行）

副議長
（現行）

　類似団体　比較表
（単位：円）

給料月額 報酬月額 年間支給総額（実額）
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米　子　市　特　別　職　報　酬　等　改　定　状　況

（単位:円）

給料月額 1,080,000 ⇒ 950,000 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

改定率 9.64％ -12.04%

特例減額後
給料月額 (972,000) (972,000) (855,000) ⇒ (836,000)

減額率 （-10%） （-10%） （-10%） （-12％）

報酬月額 615,000 ⇒ 541,000 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

改定率 9.82% -12.04%

特例減額後
報酬月額 (584,000) (584,000)

減額率 （-5%） （-5%）

報酬月額 540,000 ⇒ 475,000 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

改定率 10.20% -12.04%

特例減額後
報酬月額 (513,000) (513,000)

減額率 （-5%） （-5%）

報酬月額 500,000 ⇒ 440,000 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

改定率 11.11% -12.00%

特例減額後
報酬月額 (475,000) (475,000)

減額率 （-5%） （-5%）

H21.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H31.4.1
区分

実施年月日
H17.4.1

市　長

議　長

副議長

議　員

H19.4.1H18.7.1
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年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

米子市 972,000 972,000 855,000 855,000 855,000 855,000 855,000 855,000 836,000 950,000 950,000 950,000 950,000 950,000 950,000

鳥取市 972,000 1,026,000 1,026,000 974,700 974,700 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000 1,026,000

松江市 1,080,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000 972,000

出雲市 1,015,000 964,000 964,000 964,000 964,000 916,000 916,000 916,000 778,600 778,600 778,600 778,600 916,000 824,400 848,700

750

800

850

900

950

1,000

1,050

1,100

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

市長給料月額推移（特例減額有） 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 

（千円） 

（年度） 
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年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 810,000 810,000 720,720 720,720 720,720 720,720 720,720 720,720 704,900 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000

鳥取市 805,500 850,000 850,000 807,500 807,500 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000 850,000

松江市 880,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 792,000

出雲市 860,000 791,000 791,000 791,000 752,000 752,000 752,000 752,000 661,760 661,760 661,760 661,760 752,000 699,360 719,820

650

700

750

800

850

900

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

副市長給料月額推移（特例減額有） 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 

（千円） 

（年度） 

8



年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 584,000 584,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000 541,000

鳥取市 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000

松江市 615,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000 584,000

出雲市 579,000 550,000 550,000 550,000 550,000 534,000 534,000 534,000 534,000 534,000 517,000 534,000 534,000 534,000 550,000

450

470

490

510

530

550

570

590

610

630

650

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

議長報酬月額推移（特例減額有） 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 

（千円） 

（年度） 
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年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 513,000 513,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000

鳥取市 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000 513,000

松江市 530,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000 504,000

出雲市 502,000 477,000 477,000 477,000 477,000 463,000 463,000 463,000 463,000 463,000 449,000 463,000 463,000 463,000 476,000

440

450

460

470

480
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平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

副議長報酬月額推移（減額特例有） 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 

（千円） 

（年度） 
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年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 475,000 475,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000 440,000

鳥取市 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000

松江市 500,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000 475,000

出雲市 464,000 464,000 441,000 441,000 441,000 428,000 428,000 428,000 428,000 428,000 415,000 428,000 428,000 428,000 440,000

410

420

430

440
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480

490
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510

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

議員報酬月額推移（減額特例有） 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 

（千円） 

（年度） 
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Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1
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人事院勧告 

人事院勧告改定率の推移 対前年度改定率

（％） 

年 度 
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【H16～H30の決算額の推移】

（単位：百万円）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

市 税 17,604 17,926 18,036 19,226 19,310 18,455 18,331 18,214 17,977 18,295 18,619 18,308 18,665 18,735 18,810

各種譲与税・交付金 3,651 3,730 4,112 2,703 2,562 2,488 2,397 2,328 2,187 2,271 2,542 3,706 3,336 3,576 3,634

地 方 交 付 税 8,435 8,888 8,384 8,121 8,789 9,205 9,804 9,634 10,119 9,942 9,957 9,518 9,427 9,476 8,838

国 ・ 県 支 出 金 8,244 7,780 7,440 8,052 9,766 10,180 13,067 12,166 12,427 13,554 13,614 15,098 15,439 15,697 15,797

市 債 5,017 4,202 5,643 7,509 2,974 3,405 6,708 5,323 5,590 10,597 6,193 5,187 4,476 4,810 6,025

使 用 料 ・ 手 数 料 1,352 1,330 1,390 1,623 1,611 1,573 1,550 1,541 1,536 1,625 1,470 1,465 1,453 1,446 1,425

分 担 金 ・ 負 担 金 671 675 684 684 709 729 757 841 810 843 851 795 972 940 955

財 産 収 入 130 132 325 219 310 168 265 135 152 209 555 331 277 291 414

諸 収 入 8,934 8,547 8,508 8,576 6,224 4,433 5,409 5,649 5,952 5,732 6,548 7,039 7,703 7,623 7,517

繰越金・繰入金等 1,193 1,077 1,206 725 186 2,597 526 1,461 1,072 1,583 2,238 3,902 1,869 2,484 3,886

　　　合　　　　計　　Ａ 55,231 54,287 55,728 57,438 52,441 53,233 58,814 57,292 57,822 64,651 62,587 65,349 63,617 65,078 67,301

人 件 費 7,383 7,255 7,953 7,018 7,316 7,149 7,518 6,996 7,143 6,804 6,969 7,382 7,267 7,292 7,517

うち職員給 4,954 5,079 5,181 4,810 4,764 4,620 4,490 4,357 4,273 4,099 4,353 4,547 4,613 4,593 4,568

扶 助 費 8,000 8,235 8,546 9,011 9,070 9,614 11,764 12,464 12,832 12,993 13,885 14,736 15,972 15,774 16,138

公 債 費 7,599 8,206 7,843 8,278 8,144 8,105 8,089 8,465 7,753 7,376 7,388 6,634 6,509 6,363 6,105

投 資 的 経 費 5,269 3,304 5,187 3,600 2,371 2,675 6,992 4,836 4,761 6,615 6,303 5,837 4,092 6,003 7,099

物 件 費 6,224 5,886 5,802 5,727 5,806 5,961 6,013 6,458 6,242 6,199 6,502 6,740 6,449 6,455 6,827

補 助 費 等 5,625 5,853 5,431 5,177 5,394 7,132 4,974 4,729 4,902 6,430 5,578 5,597 5,568 5,592 7,877

維 持 補 修 費 337 411 351 336 340 453 540 479 444 469 478 464 554 526 515

積 立 金 184 29 535 758 889 770 441 291 371 1,002 866 1,563 841 994 1,763

投資及び出資金 39 45 48 50 71 242 73 67 65 63 61 52 31 25 324

貸 付 金 8,247 8,504 7,540 10,974 3,940 3,780 4,160 4,914 5,192 5,100 6,157 6,280 7,400 6,862 6,752

繰 出 金 5,848 6,166 6,231 6,370 6,551 6,991 7,022 6,705 7,080 10,333 7,410 9,231 7,553 7,954 5,397

　　　合　　　　計　　Ｂ 54,755 53,894 55,467 57,299 49,892 52,872 57,586 56,404 56,785 63,384 61,597 64,516 62,236 63,840 66,314

476 393 261 139 2,549 361 1,228 888 1,037 1,267 990 833 1,381 1,238 987

89 175 172 46 1,447 178 186 45 78 221 179 70 283 92 44

30年度決算の状況

区 分

歳

入

歳

出

　　　　　　　総務部財政課

　歳入では、市民税のうち個人市民税は給与所得の増加により0.8％（57百万円）の増、法人市民税は実績により3.3％（59百万円）
の増となった。固定資産税のうち土地は地価の下落状況を踏まえた評価替えにより2.0%（△55百万円）の減、家屋も評価替えによる
在来家屋の価格の減により2.3%（△98百万円）の減、償却資産は好調な設備投資等により9.0%（115百万円）の増となった。また、軽
自動車税は、重課税率の適用及びこれに伴う買替え需要の影響などにより3.9％（16百万円）の増となったほか、市たばこ税は値上
げによる売上の落ち込みにより2.1％（△20百万円）の減となり、市税全体では、対前年度比0.4％（75百万円）の増となった。また、地
方消費税交付金の増等による各種交付金の増（36百万円）、錯誤措置や合併算定替の縮減による地方交付税の減（△638百万円）
などにより、一般財源全体では1.6％（△505百万円）の減となった。
　歳出では、下水道事業特別会計等の企業会計化や和田浜工業団地整備事業の完了などによる繰出金の減（△2,558百万円）、
起債償還金の減による公債費の減（△259百万円）、商工業振興資金貸付事業の減（△110百万円）があったものの、小学校長寿命
化改修事業や米子駅南北自由通路等整備事業、住吉体育館整備事業などの実施による普通建設事業費の大幅な増（1,051百万
円）のほか、下水道事業特別会計等の企業会計への移行に伴う補助費等の増（2,285百万円）、ふるさと納税の伸びに伴う関係経費
の増（1,047百万円）などにより、歳出全体で2,473百万円の増となった。
　経常収支比率については、経常一般財源等、経常経費充当一般財源ともに減しているものの、錯誤措置の影響等による地方交
付税の減などにより経常一般財源等の対前年度減少率が経常経費充当一般財源のそれより大きかっため、90.7％から91.0％へと
悪化した。
　公債費負担については、全体としては減少傾向であるものの、合併特例債、臨時財政対策債の償還等により、起債償還額の水準
は他市と比較すると高止まりが続いている。また、剰余金処分として繰上償還（343百万円）を行ったが、今後、会計年度任用職員制
度の導入や公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画の策定により学校施設、文化施設、体育施設などの長寿命化関連の
経費の増が見込まれ、厳しい状態が続くことが見込まれる。基金積立については、財政調整基金の積立等により、合計で835百万円
の増となった。

　　　差　　　引　　　Ａ－Ｂ

翌年度に繰り越すべき財源

1 13



【基金残高と、そのうちの財政調整基金残高の推移】

【地方債残高の推移】

【実質収支と実質単年度収支の推移】

【財政指標の推移】

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

- - - - - - - - - - - -

1.27 - 3.53 1.60 2.34 1.69 - - - - - -

19.9 20.8 21.1 20.8 20.8 19.8 18.6 16.8 15.2 13.6 11.9 10.6

229.9 212.2 200.1 189.5 179.0 161.7 162.2 153.5 134.1 124.8 117.2 101.3

92.8 93.4 95.2 92.2 93.3 92.8 91.0 91.9 91.3 91.1 90.7 91.0

29,958 30,275 30,356 30,922 30,718 30,992 31,366 31,525 31,557 31,564 31,787 31,321

実 質 赤 字 比 率
早期健全化基準　11.75
財政再生基準　20.00

備　　考

経 常 収 支 比 率

標準財政規模（単位：百万円）

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

早期健全化基準　16.75
財政再生基準　30.00

早期健全化基準　25.0
財政再生基準　35.0

早期健全化基準　350.0

426 427 
217 344 

559 
765 

971 
1,176 

1,377 1,377 1,378 1,379 
1,642 

1,957 
2,296 

1,846 

1,274 1,096 
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3,654 3,811 
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（百万円） 
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70,499 

67,011 66,724 
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うち臨財債などの特別債を除く残高 

土地開発公社経営健全化計画等に伴う借入 

 ・崎津アミューズメント施設用地への無償貸付 

うち財政調整基金残高 

基金残高 

第三セクター等改革推進債の借入 

 ・土地開発公社の解散 

 ・流通業務団地整備事業特会の廃止 
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清掃工場 

賠償金：約15億円 

リーマンショック 

税収：約△9億円 
 

西部広域 

基金：約6億円 
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鳥取県４市及び島根県２市の財政状況（平成３０年度普通会計決算額） ２－１

（単位：千円）

区　　　分 米　子　市 鳥　取　市 倉　吉　市 境　港　市 松　江　市 出　雲　市 備　　　考

歳 入 総 額 A 67,300,839 100,818,251 28,858,519 15,822,798 99,258,826 79,190,622

歳 出 総 額 B 66,313,504 98,272,345 28,207,455 15,707,942 97,568,472 77,702,713

歳 入 歳 出 差 引 額 (A-B)C 987,335 2,545,906 651,064 114,856 1,690,354 1,487,909

翌年度に繰り越すべき財源D 43,795 347,948 133,774 12,113 156,375 188,413

実 質 収 支 (C-D)E 943,540 2,197,958 517,290 102,743 1,533,979 1,299,496

基 準 財 政 需 要 額 Ｆ 24,658,373 40,581,093 11,578,879 6,481,338 43,334,736 36,797,731

基 準 財 政 収 入 額 Ｇ 16,790,426 20,939,121 5,260,949 3,705,848 25,142,056 20,118,973

標 準 財 政 規 模 Ｈ 31,321,433 50,821,675 13,819,872 7,937,964 55,404,055 45,475,190 標準税収入＋普通交付税

実 質 収 支 比 率 (E/H) 3.0% 4.3% 3.7% 1.3% 2.8% 2.9% 実質収支÷標準財政規模

実 質 公 債 費 比 率 10.6% 10.8% 13.4% 13.4% 13.9% 15.5% 実質の地方債元利償還金÷標準財政規模

財 政 力 指 数 (G/F) 0.67 0.52 0.45 0.56 0.58 0.54 基準財政収入額÷基準財政需要額

経 常 収 支 比 率 91.0% 87.8% 95.9% 95.8% 90.2% 88.2% 経常経費充当一般財源÷経常一般財源

地 方 債 現 在 高 64,104,432 104,981,447 30,798,839 12,128,919 111,331,682 98,131,527

積 立 金 現 在 高 7,936,014 12,901,890 5,209,805 3,771,543 13,750,481 11,064,307
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鳥取県４市及び島根県２市の財政状況（平成３０年度普通会計決算額） ２－２

地 方 税 18,810,246 27.9 23,737,535 23.5 5,638,486 19.5 3,910,468 24.7 28,674,463 28.9 22,333,442 28.2

地 方 交 付 税 8,838,109 13.1 23,134,584 22.9 7,283,073 25.2 3,329,686 21.0 21,957,846 22.1 20,037,085 25.3

うち普通交付税 7,803,055 11.6 20,894,560 20.7 6,412,445 22.2 2,775,490 17.5 19,624,737 89.4 17,654,138 88.1

国 県 支 出 金 15,796,831 23.5 19,105,376 19.0 5,882,474 20.4 3,503,185 22.1 23,383,044 23.6 16,088,903 20.3

地 方 債 6,024,849 9.0 12,662,968 12.6 2,256,283 7.8 1,087,700 6.9 8,127,635 8.2 7,330,100 9.3

そ の 他 17,830,804 26.5 22,177,788 22.0 7,798,203 27.0 3,991,759 25.2 17,115,838 17.2 13,401,092 16.9

67,300,839 100.0 100,818,251 100.0 28,858,519 100.0 15,822,798 100.0 99,258,826 100.0 79,190,622 100.0

人 件 費 7,517,187 11.3 12,564,258 12.8 3,431,924 12.2 2,347,874 14.9 14,258,048 14.6 11,215,636 14.4

物 件 費 6,826,707 10.3 11,632,130 11.8 3,149,895 11.2 1,980,281 12.6 12,858,878 13.2 10,486,726 13.5

補 助 費 等 7,877,166 11.9 14,803,719 15.1 2,896,291 10.3 1,491,259 9.5 11,548,466 11.8 4,927,418 6.3

公 債 費 6,104,678 9.2 9,713,699 9.9 2,767,767 9.8 1,438,035 9.2 13,388,606 13.7 11,945,472 15.4

普 通 建 設 事 業 7,046,702 10.6 10,834,177 11.0 2,561,131 9.1 1,623,660 10.3 8,385,910 8.6 8,938,373 11.5

繰 出 金 5,396,666 8.1 6,738,114 6.9 3,481,535 12.3 1,954,878 12.4 7,390,941 7.6 10,053,252 12.9

そ の 他 25,544,398 38.5 31,986,248 32.5 9,918,912 35.2 4,871,955 31.0 29,737,623 30.5 20,135,836 25.9

66,313,504 100 98,272,345 100.0 28,207,455 100.0 15,707,942 100.0 97,568,472 100.0 77,702,713 100.0歳出総額

区　　分

歳
入
の
内
訳

歳
出
の
内
訳

松　江　市米　子　市

(単位：千円）

鳥　取　市 倉　吉　市 境　港　市 出　雲　市

歳入総額
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鳥取市 対前年比 全国 鳥取市 対前年比 全国

Ｈ20年 99.4 1.9 99.1 102.2 101.6

Ｈ21年 98.3 ▲ 1.1 97.9 Ｈ31年　1月 102.0 1.1 101.2

Ｈ22年 97.0 ▲ 1.4 96.9 2月 101.9 0.9 101.3

Ｈ23年 96.8 ▲ 0.2 96.6 3月 102.1 1.3 101.5

Ｈ24年 96.9 0.2 96.6 4月 102.3 1.1 101.8

Ｈ25年 97.2 0.3 96.9 5月 102.4 0.6 101.8

Ｈ26年 99.4 2.3 99.5 6月 102.1 0.4 101.6

Ｈ27年 100 0.6 100 7月 102.1 0.4 101.5

Ｈ28年 99.7 ▲ 0.3 99.7 8月 102.2 0.5 101.7

Ｈ29年 100.4 0.7 100.2 9月 102.4 0.3 101.6

Ｈ30年 101.6 1.2 101

※消費者物価指数は年平均値を参照

資料参照元：総務省統計局

年月
Ｈ31年
平均

（1月～9月）

消費者物価指数（Ｈ27＝100）（生鮮食品を除く総合）

消費者物価指数の推移(H27=100) (生鮮食品を除く総合）
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特別職の職員の期末手当改正の状況
※ 国は、一般職に準じて特別職の期末手当の支給割合を改正している。

年・月

17.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.600    1.600    -     ６月期 1.600    1.600    -     

１２月期 1.700    1.700    -     １２月期 1.700    1.750    0.050    
計 3.300    3.300    -     計 3.300    3.350    0.050    

21.5
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.600    1.450    -0.150  ６月期 1.600    1.450    -0.150  

１２月期 1.700    1.700    -     １２月期 1.750    1.750    -     
計 3.300    3.150    -0.150  計 3.350    3.200    -0.150  

21.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.600    1.450    -0.150  ６月期 1.600    1.450    -0.150  

１２月期 1.700    1.600    -0.100  １２月期 1.750    1.650    -0.100  
計 3.300    3.050    -0.250  計 3.350    3.100    -0.250  

22.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.450    1.400    -0.050  ６月期 1.450    1.400    -0.050  

１２月期 1.600    1.500    -0.100  １２月期 1.650    1.550    -0.100  
計 3.050    2.900    -0.150  計 3.100    2.950    -0.150  

26.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.400    1.475    0.075    ６月期 1.400    1.475    0.075    

１２月期 1.500    1.575    0.075    １２月期 1.550    1.625    0.075    
計 2.900    3.050    0.150    計 2.950    3.100    0.150    

27.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.475    1.500    0.025    ６月期 1.475    1.500    0.025    

１２月期 1.575    1.600    0.025    １２月期 1.625    1.650    0.025    
計 3.050    3.100    0.050    計 3.100    3.150    0.050    

28.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.500    1.550    0.050    ６月期 1.500    1.550    0.050    

１２月期 1.600    1.650    0.050    １２月期 1.650    1.700    0.050    
計 3.100    3.200    0.100    計 3.150    3.250    0.100    

米子市 準用元（国）
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年・月

29.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.550    1.575    0.025    ６月期 1.550    1.575    0.025    

１２月期 1.650    1.675    0.025    １２月期 1.700    1.725    0.025    
計 3.200    3.250    0.050    計 3.250    3.300    0.050    

30.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.575    1.650    0.075    ６月期 1.575    1.675    0.100    

１２月期 1.675    1.650    -0.025  １２月期 1.725    1.675    -0.050  
計 3.250    3.300    0.050    計 3.300    3.350    0.050    

1.8
【特別職の職員の給与に関する法律】

改正前 改正後 差 改正前 改正後 差
６月期 1.650    1.675    0.025    ６月期 1.675    1.700    0.025    

１２月期 1.650    1.675    0.025    １２月期 1.675    1.700    0.025    
計 3.300    3.350    0.050    計 3.350    3.400    0.050    

米子市 準用元（国）
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報酬月額支給額変遷 （議員・部長級）※減額反映 

議員 

部長級中間号給カット反映 
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市議会議員の所得の状況

　　（扶養親族１人の場合を想定）

・議員報酬 議員報酬（月額） 440,000

区　　分 金　　額 備　　　　　考

議員報酬（月額） 440,000円 

共済掛金 0円 

所得税 16,700円 

差引支給額 423,300円 

5,079,600円 　Ａ

・期末手当

６月期末手当支給額 1,016,400円 議員報酬月額@440000×1.4×1.65

共済掛金 0円 

所得税 145,284円 

差引６月支給額　 871,116円 　ａ

１２月期末手当支給額 1,016,400円 議員報酬月額@440000×1.4×1.65

共済掛金 0円 

所得税 145,284円 

差引１２月支給額　 871,116円 　ｂ

期末手当年総額　 1,742,232円 　Ｂ（ａ＋ｂ）

差引年間総支給額　 6,821,832円 　Ｃ（Ａ＋Ｂ）

※　退職金の支給はない。

議員報酬年差引額(12か月分) 
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議員定数（合併特例含）

年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 47 47 30 30 30 30 30 30 30 30 26 26 26 26 26

鳥取市 44 44 36 36 36 36 36 36 36 36 32 32 32 32 32

松江市 48 48 48 48 48 34 34 36 36 34 34 34 34 34 34

出雲市 34 34 34 34 34 34 34 40 40 40 32 32 32 32 32

議員1人当たりの人口

年度 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

米子市 3,187 3,186 4,991 4,972 4,962 4,964 4,959 4,962 4,992 4,995 5,746 5,729 5,711 5,693 5,673

鳥取市 4,581 4,563 5,559 5,530 5,485 5,413 5,383 5,377 5,352 5,327 5,974 5,942 5,898 5,901 5,853

松江市 4,392 4,380 4,377 4,360 4,352 6,136 6,124 5,768 5,750 6,070 6,066 6,052 6,037 6,013 5,938

出雲市 4,375 4,371 4,368 4,358 4,332 4,335 4,327 4,374 4,368 4,363 5,454 5,467 5,460 5,476 5,487

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 

議員１人当たりの住民数 

米子市 鳥取市 松江市 出雲市 （年度） 

（人） 
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【政務活動費とは】 

政務活動費とは、地方自治法（第１００条第１４項から第１６項まで）により制

定された米子市議会政務活動費の交付に関する条例に基づき、米子市議会の複数の

議員で構成する会派または議員（会派に属するものを除く）が行なう調査研究、研

修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議への参加等市政の課題及び市民

の意思を把握し、市政に反映させる活動その他市民福祉の増進を図るために必要な

活動に要する経費の一部として交付されるものです。 

 

【交付方法・金額】 

交付対象：会派または議員に対して交付 

 交付金額：１人につき年額４５万円 × 会派に所属する議員数 

 交付時期：４月及び１０月に年額の２分の１に相当する額を交付 

※年度末において残額があった場合は、返還 

 

【政務活動費の使用実績】 

（平成３０年度） 

費   目 決算額（円) 議員１人当たり 

調査研究費 ２，９７４，５７８ １１４，４０７ 

研修費 １２８，８８０ ４，９５７ 

広報費 １，６２６，３９５ ６２，５５４ 

広聴費 ５０，１７８ １，９３０ 

要請・陳情活動費 ０ ０ 

会議費 ０ ０ 

資料作成費 １，１８５，１２７ ４５，５８２ 

資料購入費 ６７９，９２９ ２６，１５１ 

人件費 ０ ０ 

支出総額 ６，６４５，０８７ ２５５，５８０ 
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○米子市議会政務活動費の交付に関する条例 

（平成 17年４月 15日条例第 207号） 

（抜粋） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 100 条第 14項の規

定に基づき、米子市議会の議員（以下単に「議員」という。）により結成された

会派（米子市議会基本条例（平成 26年米子市条例第 10号）第４条第１項の会派

をいい、以下単に「会派」という。）又は議員に対し、その調査研究その他の活

動に資するため必要な経費の一部として米子市議会政務活動費（以下「政務活動

費」という。）を交付するものとし、同法第 100 条第 14 項及び第 15 項の規定に

より当該交付並びに当該交付を受けた政務活動費に係る収入及び支出の報告書

の提出に関し必要な事項のほか、同条第 16 項の規定による政務活動費の使途の

透明性の確保に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２章 政務活動費の交付 

第１節 政務活動費の額 

第２条 毎年度分として交付する政務活動費の額は、議員１人につき 45 万円（以

下「年度基準額」という。）とする。 

第２節 政務活動費を充てることができる経費の範囲 

第３条 政務活動費は、会派又は議員（会派に所属するものを除く。次項において

同じ。）が行う調査研究、研修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議

への参加等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他市

民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費に対して交付する。 

２ 政務活動費は、会派又は議員としての前項の活動に要する経費として、別表に

定めるものに充てることができるものとする。 

３ 第１項の活動に要するものであっても、政務活動費を次に掲げる経費に充てて

はならない。 

(１) 交際費に相当する経費 

(２) 政党活動、選挙活動その他これらに類する活動に要する費用に相当する経費 

第３節 会派に交付する政務活動費 

（政務活動費の額の算定及び交付時期） 

第４条 毎年度分として会派に対して交付する政務活動費の額は、年度基準額に当

該会派に所属する議員の数を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定により算出した政務活動費は、当該年度の４月及び 10 月に、その

２分の１に相当する額を、それぞれ交付する。ただし、市長が特に必要があると

認めるときは、政務活動費を交付する月及び政務活動費を交付する月ごとに交付

すべき額を変更することができる。 
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別表（第３条関係） 

項目 内容 

調査研究費 市の事務、地方行財政等に関する調査研究（現地調査及び行

政視察を含む。）を行うために必要な経費 

研修費 (１) 研修会を開催するために必要な経費 

(２) 団体等が開催する研修会に参加するために必要な経

費 

広報費 その活動について市民に報告するために必要な経費 

広聴費 (１) その活動及び市政に対する市民からの要望及び意見

を聴取するための活動を行うために必要な経費 

(２) 市民相談等の活動を行うために必要な経費 

要請・陳情活動費 要請活動又は陳情活動を行うために必要な経費 

会議費 (１) 会議（研修会を除く。）を開催するために必要な経費 

(２) 団体等が開催する意見交換会等の各種会議に参加す

るために必要な経費 

資料作成費 必要な資料を作成するために必要な経費 

資料購入費 図書、資料等を購入するために必要な経費 

人件費 その活動を補助する職員を雇用するために必要な経費 

 

 

 

○米子市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則 

（平成 17年４月 15日規則第 158号） 

   （抜粋） 

（政務活動費の支出額） 

 

第２条 条例別表に定める経費に充てるために支出する金額は、その実費によるも

のとする。 
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